
加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 無年金外国籍高齢者等福祉給付
金支給事業

部 局 名 市民部

課（室）名 医療助成年金課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０４高齢者の福祉を充実する

事 業 実 施 期 間 平成10年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 03 

項 01 

目 01 

細  目 045  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
兵庫県無年金外国籍高齢者障害者等福祉給付金支給事業実施要綱、加古川市外
国籍高齢者等福祉給付金支給要綱

現 状 と 課 題

国による救済措置を要望しているが、実施の見込はない。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

国籍要件があったため老齢福祉年金などの受給資格を得ることができなかった
外国籍の高齢者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

国民年金の制度上、国籍要件があったため老齢福祉年金などの受給資格を得る
ことができなかった外国籍の高齢者に対し、福祉給付金を支給する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

高齢者の生活の安定を図る。

200399399

国 庫 支 出 金

県 支 出 金 100

地 方 債

一 般 財 源 100

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

無年金外国籍高齢者等の生活の安定と福祉の向上に寄与している。今後も継続
的な事業の実施が必要と考える。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 200

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和元年度（決算見込）

平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算見込）

一般会計

民生費

社会福祉費

社会福祉総務費

無年金外国籍高齢者等福祉給付金
支給事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 無年金外国籍高齢者等福祉給付
金支給事業

部 局 名 市民部

課（室）名 医療助成年金課

人

対 象 指 標 名

市内在住外国人 2,9992,7092,599

成 果 指 標
分 析 結 果

対象者の高齢化により受給者数が減少している。

外国籍高齢者等福祉給
付金受給者数

人 111

外国籍高齢者等福祉給
付金支給額

円 199,848399,288399,288

活 動 指 標
分 析 結 果

令和元年９月に受給者が死亡し対象者が減少したため、給付金支
給額が減少している。

外国籍高齢者等福祉給
付金受給者数

目 標 値

1

目標年度

令和2年
度

111

令和元年度平成30年度平成29年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 在宅医療・介護連携推進事業
部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０４高齢者の福祉を充実する

事 業 実 施 期 間 平成29年度

事 業 区 分 ④義務的施策事業

地  区  別 市内全域

会  計 05 

款 09 

項 02 

目 01 

細  目 055  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
介護保険法、地域支援事業実施要綱

現 状 と 課 題

医療と介護の両方を必要とする高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮らし
を続けたいとするニーズは高い。一方で、医療と介護は、他職種間の相互理解
や情報共有が十分にできていないなど、必ずしも円滑に連携がなされていない
課題がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者並びに医療機関及び介護サービス
事業者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

在宅医療・介護連携支援センターを設置し、在宅医療・介護連携の体制構築や
相談支援、医療・介護関係者の情報共有支援や研修、地域住民への啓発等を行
うとともに、在宅医療・介護連携推進会議を開催する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

医療と介護の両方を必要とする高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮らし
を続けることができるよう、地域における医療・介護の関係機関が連携して、
包括的かつ継続的な在宅医療・介護を提供する。

11,24711,21056

国 庫 支 出 金 4,330

県 支 出 金 2,165

地 方 債

一 般 財 源 2,587

財
　
源
　
内
　
訳

■拡充

医療と介護の両方を必要とする高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮らし
を続けたいとするニーズは高い。平成３０年度に設置された在宅医療・介護連
携支援センターにより、在宅医療と介護の連携を進めていく必要がある。市民
が必要な在宅医療と介護サービスを適切に利用できる。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 11,247

そ の 他 特 財 2,165

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和元年度（決算見込）

平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算見込）

介護保険事業特別会計

地域支援事業費

包括的支援事業等費

包括的支援事業等費

在宅医療・介護連携推進事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 在宅医療・介護連携推進事業
部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

件

件

対 象 指 標 名

６５歳以上の市民
（１０／１付住民基本
台帳人口）

72,39871,39870,115

成 果 指 標
分 析 結 果

センターの相談支援件数はセンターの認知度向上もあり、医療と介護の連携が進んでおり、
平成３０年度と比較して増加している。ケアマネジャーが高齢者の退院・退所に際して病院
や特別養護老人ホーム等の職員とカンファレンスを行うなどにより算定できる「退院・退所
加算」の件数が多く、在宅医療介護連携が進んでいる。

在宅医療・介護連携支
援センター設置数

件 110

在宅医療・介護連携推
進会議開催数

件 222

活 動 指 標
分 析 結 果

在宅医療・介護連携支援センターが平成３０年度に設置された。
在宅医療・介護連携の体制構築や相談支援、医療・介護関係者の
情報共有支援や研修、地域住民への啓発等を行うとともに、在宅
医療・介護連携推進会議を開催する。

在宅医療・介護連携に
関する相談支援件数

目 標 値

100

目標年度

令和2年
度

84590

退院・退所加算件数 440令和2年
度

4274300

令和元年度平成30年度平成29年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 生活支援サービス体制整備事業
部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０４高齢者の福祉を充実する

事 業 実 施 期 間 平成29年度

事 業 区 分 ④義務的施策事業

地  区  別 市内全域

会  計 05 

款 09 

項 02 

目 01 

細  目 050  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
介護保険法、地域支援事業実施要綱、加古川市生活支援体制整備事業実施要綱
等

現 状 と 課 題

地域の支え合いの仕組みを構築し、生活支援体制を充実・強化していくことが
望まれており、生活支援コーディネーターの配置やささえあい協議会の設置を
推進していく必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

主に６５歳以上の高齢者とその家族

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

地域の資源開発、ネットワーク構築等を行う生活支援コーディネーターを地域
包括支援センターの担当エリアごとに配置しするとともに、地域の多様な関係
主体間の情報共有及び連携・協働を推進する協議体「ささえあい協議会」を中
学校区域ごとに設置する。また、日常生活支援サポーターを養成する研修を行
う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

生活支援コーディネーター及びささえあい協議会により、地域の支え合いの仕
組みづくりを推進し、生活支援体制の充実・強化を図る。

24,08116,0708,015

国 庫 支 出 金 9,271

県 支 出 金 4,636

地 方 債

一 般 財 源 5,538

財
　
源
　
内
　
訳

■拡充

地域のニーズを把握し、支え合いの仕組みづくりを行うため、適切な数の生活
支援コーディネーターを配置し、未設置の地域にささえあい協議会を設置する
必要がある。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 24,081

そ の 他 特 財 4,636

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和元年度（決算見込）

平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算見込）

介護保険事業特別会計

地域支援事業費

包括的支援事業等費

包括的支援事業等費

生活支援サービス体制整備事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 生活支援サービス体制整備事業
部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

件

人

対 象 指 標 名

６５歳以上の市民
（１０／１付住民基本
台帳人口）

72,39871,39870,115

成 果 指 標
分 析 結 果

ささえあい協議会における取り組みや課題を、市全体の協議体で集約し、施策として展開し
ていくため、協議会の定期的な開催が必要である。

生活支援コーディネー
ターの配置人数

人 642

ささえあい協議会の設
置件数

件 642

活 動 指 標
分 析 結 果

ささえあい協議会は、令和４年度を目標に全中学校区域（１２箇
所）に設置を行う。

ささえあい協議会開催
件数

目 標 値

36

目標年度

令和4年
度

26158

日常生活支援サポー
ター養成研修受講者数

60令和2年
度

212249

令和元年度平成30年度平成29年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 地域包括支援センター運営管理
事業

部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０４高齢者の福祉を充実する

事 業 実 施 期 間 平成18年度

事 業 区 分 ④義務的施策事業

地  区  別 市内全域

会  計 05 

款 09 

項 02 

目 01 

細  目 005  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
介護保険法、加古川市地域包括支援センターの包括的支援事業の実施に関する
基準を定める条例等

現 状 と 課 題

平成２１年度に地域包括支援センターを市内６箇所に配置。地域への周知も進
み、市民にとってより身近な存在となったため、相談件数も年々増加してい
る。国の基準見直しに伴い、令和２年度から専門職の配置基準を見直し、人員
増を行っている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

主に６５歳以上の高齢者とその家族

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

平成２１年度より、地域包括支援センターを市内６箇所に設置し、その運営を
社会福祉法人及び社会医療法人社団に委託している。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

高齢者が住み慣れた地域で、安心してその人らしい生活を継続することができ
る状態にする。

176,340176,322176,337

国 庫 支 出 金 67,891

県 支 出 金 33,945

地 方 債

一 般 財 源 40,559

財
　
源
　
内
　
訳

■拡充

地域包括ケアシステムの構築に向けて、介護予防・日常生活支援総合事業の充
実、在宅医療・介護の連携、認知症の総合支援及び生活支援の体制整備などに
取り組んでいるが、地域包括ケアシステムの構築において重要な役割を担う地
域包括支援センターの業務はさらに増加する。また複雑化する高齢者の抱える
課題に対応するため、センターの専門職の増員や機能の充実が必要となってい
る。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 176,340

そ の 他 特 財 33,945

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和元年度（決算見込）

平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算見込）

介護保険事業特別会計

地域支援事業費

包括的支援事業等費

包括的支援事業等費

地域包括支援センター運営管理事
業
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 地域包括支援センター運営管理
事業

部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

件

件

対 象 指 標 名

６５歳以上の市民
（１０／１付住民基本
台帳人口）

72,39871,39870,115

成 果 指 標
分 析 結 果

高齢者人口の増加、地域包括支援センターの認知度の向上により、年々相談件数が増加して
おり、現状のままでは対応しきれなくなるのではないかと懸念される。

市内地域包括支援セン
ター配置の３職種（保
健師、社会福祉士、主
任介護支援専門員）の
合計人数

人 323232

地域包括支援センター
における相談件数

件 33,77933,48528,203

活 動 指 標
分 析 結 果

地域包括支援センターを６箇所に設置し、各地域包括支援セン
ターの保健師等、社会福祉士、主任介護支援専門員の３職種が連
携して地域の高齢者の諸問題に対応できている。

高齢者１００人あたり
の相談件数

目 標 値

0

目標年度

令和3年
度

474740

市内地域包括支援セン
ター配置の３職種１人
あたりの相談件数

700令和3年
度

1,0551,046881

令和元年度平成30年度平成29年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 緊急通報システム運営管理事業
部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０４高齢者の福祉を充実する

事 業 実 施 期 間 平成3年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 14 

款 01 

項 01 

目 01 

細  目 005  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市緊急通報システム事業実施要綱

現 状 と 課 題

高齢者人口の増加や核家族化が進み、一人暮らし高齢者等は増加している。近
年、民間事業者の参入が増えており、緊急通報だけではなく位置情報を通知す
ることもできる様々な商品が出されている。また、相談件数は僅かではある
が、日中独居の高齢者について利用相談がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

６５歳以上の一人暮らし高齢者等

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

緊急通報システム利用者の家庭用端末機からの緊急通報を加古川市消防本部に
設置するセンターで受信し、必要に応じて救急等の出向要請をする。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

急病や事故などの際に通報機により消防へ連絡し、近隣協力者の協力を得るな
どして、迅速かつ適切に援助を受けられるようにする。

1,0911,0411,042

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

２市２町で実施してきた現行の緊急通報システムは、令和２年度をもって終
了。アンケート結果を踏まえ、市民ニーズに即した新たなシステムを導入す
る。

□維持 □縮小 ■改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 1,091

そ の 他 特 財 1,091

令和2年度～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和元年度（決算見込）

平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算見込）

緊急通報システム事業特別会計

総務費

総務管理費

一般管理費

緊急通報システム運営管理事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 緊急通報システム運営管理事業
部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

台

対 象 指 標 名

一人暮らし高齢者 8,0957,6767,255

成 果 指 標
分 析 結 果

市内の設置台数は年々減少傾向にある。民間事業者の参入により選択肢が増えたこともあ
り、今後は大きな利用増は見込めない。

緊急通報回数（誤報等
を除く）

回 378071

救急等出向要請回数 回 345165

活 動 指 標
分 析 結 果

年度によりばらつきはあるものの、令和元年度中で多い月では、
市内利用者からの通報回数は３回、出向要請回数は５回であっ
た。

緊急通報システム家庭
用機器設置台数

目 標 値

580

目標年度

令和2年
度

430457490

令和元年度平成30年度平成29年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位

- 144 -



加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 緊急通報システム事業特別会計
繰出事業

部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０４高齢者の福祉を充実する

事 業 実 施 期 間 平成3年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 03 

項 02 

目 01 

細  目 025  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市緊急通報システム事業実施要綱

現 状 と 課 題

高齢者人口の増加や核家族化が進み、一人暮らし高齢者等は増加している。近
年、民間事業者の参入が増えており、緊急通報だけではなく位置情報を通知す
ることもできる様々な商品が出されている。また、相談件数は僅かではある
が、日中独居の高齢者について利用相談がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

２市２町（加古川市、高砂市、稲美町及び播磨町）で実施する緊急通報システ
ム事業におけるセンター運営費

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

緊急通報システム事業のセンター運営費における加古川市負担分（人口等で負
担割合を決定）を繰出金として緊急通報システム事業特別会計に支出する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

緊急通報システムのセンター運営を健全にする。

11,29211,25011,097

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 11,292

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

２市２町で実施してきた現行の緊急通報システムは、令和２年度をもって終
了。アンケート結果を踏まえ、市民ニーズに即した新たなシステムを導入す
る。

□維持 □縮小 ■改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 11,292

そ の 他 特 財

令和2年度～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和元年度（決算見込）

平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算見込）

一般会計

民生費

老人福祉費

老人福祉総務費

緊急通報システム事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 緊急通報システム事業特別会計
繰出事業

部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

千円

対 象 指 標 名

緊急通報システム事業
特別会計歳出

18,89618,48318,179

成 果 指 標
分 析 結 果

当初予算ベースで各市町の負担金を決定しており、決算では歳出に執行残額が生じている。

緊急通報システム事業
特別会計繰出金

千円 11,29211,25011,097

活 動 指 標
分 析 結 果

負担割合は次のとおり。加古川市：１１，２９２千円、高砂市：
４，１５７千円、稲美町：１，７３１千円、播磨町：１，８３９
千円

緊急通報システム事業
特別会計決算剰余金

目 標 値

3,000

目標年度

令和2年
度

3,3493,2272,762

令和元年度平成30年度平成29年度

【対象】

千円

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 生活支援ハウス運営事業
部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０４高齢者の福祉を充実する

事 業 実 施 期 間 平成15年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 03 

項 02 

目 01 

細  目 040  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市生活支援ハウス運営事業実施要綱

現 状 と 課 題

高齢者人口の増加や核家族化が進み、利用対象者は増加していると思われる。
社会的に高齢者虐待が認知されてきたこともあり、緊急避難先としての一時的
な利用も増加している。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

独立して生活することに不安があり、親族からの援助を受けることが困難であ
り、介護認定において非該当または要支援認定を受けていて、市内に住所を有
する６５歳以上の一人暮らし高齢者または高齢者夫婦世帯

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

高齢者に対し、介護支援機能、居住機能及び交流機能を総合的に提供するた
め、社会福祉法人に委託し、１０床を設置。公営住宅や養護老人ホームの入居
待ちの一時的な待機や、虐待を受けた高齢者の緊急避難のための利用も可能と
している。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

高齢者が安心して健康で明るい生活を送れるようにする。

6,4966,4966,496

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 5,819

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

利用者数は増加しており、虐待事案等での緊急避難場所としても活用している
ため、今後も継続して事業を実施していく。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 6,496

そ の 他 特 財 677

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和元年度（決算見込）

平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算見込）

一般会計

民生費

老人福祉費

老人福祉総務費

在宅福祉事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 生活支援ハウス運営事業
部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

人

対 象 指 標 名

一人暮らし高齢者 8,0957,6767,255

成 果 指 標
分 析 結 果

生活支援ハウスは１０床で運営しており、やむを得ない事情で在宅生活が継続できず、次の
居住先が決まるまでの一時的な滞在地としての利用の他、虐待による緊急避難先として使用
する施設として成果を上げている。

生活支援ハウス運営事
業委託料

千円 6,4966,4966,496

活 動 指 標
分 析 結 果

実施内容や利用人数に基づき、委託料を検討する。

生活支援ハウス入所者
数（年平均）

目 標 値

6

目標年度

令和2年
度

567

令和元年度平成30年度平成29年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 地域ケア会議運営事業
部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０４高齢者の福祉を充実する

事 業 実 施 期 間 平成29年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 05 

款 09 

項 02 

目 01 

細  目 060  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
介護保険法、地域支援事業実施要綱、加古川市地域ケア会議設置運営要綱等

現 状 と 課 題

地域包括ケアシステムを構築していくため、地域における個別ケースを検討し
て地域課題を抽出し、地域づくりや地域資源の開発等の施策形成につなげる
「地域ケア会議」の重要性が高まっている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

高齢者並びに地域の関係団体及び住民

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

地域ケア個別会議や地域ネットワーク会議において抽出された地域課題を、地
域包括ケア推進会議で検討する。また、自立支援マネジメント会議において自
立支援を重視したケアプランやその支援方法を検討する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

地域課題の解決に必要な資源開発、地域づくり等の施策の形成につなげるとと
もに、高齢者が自立した生活を送ることができる地域の実現を目指す。

515462382

国 庫 支 出 金 198

県 支 出 金 99

地 方 債

一 般 財 源 119

財
　
源
　
内
　
訳

■拡充

地域ケア個別会議、地域ネットワーク会議、自立支援マネジメント会議等は機
能しており、これらで把握した課題を的確に抽出し、地域包括ケア推進会議に
つなげていくことが重要である。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 515

そ の 他 特 財 99

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和元年度（決算見込）

平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算見込）

介護保険事業特別会計

地域支援事業費

包括的支援事業等費

包括的支援事業等費

地域ケア会議運営事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 地域ケア会議運営事業
部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

件

件

対 象 指 標 名

６５歳以上の市民
（１０／１付住民基本
台帳人口）

72,39871,39870,115

成 果 指 標
分 析 結 果

地域ケア個別会議等における個別ケースの検討を通して各地域包括支援センターが地域課題
を的確に抽出できるようにする必要がある。

地域包括ケア推進会議
開催件数

件 221

自立支援マネジメント
会議開催件数

件 181818

活 動 指 標
分 析 結 果

地域ケア個別会議等で抽出された地域課題を、地域包括ケア推進
会議で検討し、課題の解決へ向けた施策の形成につなげるため、
定期的に開催する必要がある。

地域課題の検討件数

目 標 値

6

目標年度

令和2年
度

342

自立支援ケアマネジメ
ントによる事例検討件
数

36令和2年
度

363636

令和元年度平成30年度平成29年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 認知症施策総合推進事業
部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０４高齢者の福祉を充実する

事 業 実 施 期 間 平成24年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 03 

項 02 

目 01 

細  目 080  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
地域支援事業実施要綱（国）

現 状 と 課 題

認知症はだれもがなりうるものであり、家族等が認知症になることを含め、多
くの人にとって身近なものとなっている。令和元年6月には認知症施策推進大
綱が示され、「共生」と「予防」を車の両輪として施策を推進していくことが
求められている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

認知症の人とその家族

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

認知症の疑いのある方を早期に発見し、医療機関への受診を勧奨し、重度化す
ることを防止する。また、認知症の人や家族を行政・医療・介護等の関係機
関、地域住民等が連携し、支援する体制を構築する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

認知症の人とその家族が、住み慣れた地域で安心して生活できる状態にする。

6,7764,2474,279

国 庫 支 出 金 2,609

県 支 出 金 1,304

地 方 債

一 般 財 源 1,559

財
　
源
　
内
　
訳

■拡充

高齢者人口の増加により認知症患者の増加が見込まれており、医療・介護・行
政が連携した切れ目のないサービスの実施、地域の見守り、早期発見・早期診
療などさらなる事業の充実が必要である。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 6,776

そ の 他 特 財 1,304

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和元年度（決算見込）

平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算見込）

一般会計

民生費

老人福祉費

老人福祉総務費

認知症対策等総合支援事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 認知症施策総合推進事業
部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

件

人

人

対 象 指 標 名

認知症の人（推定：自
立度Ⅱ以上）

4,8144,4354,463

成 果 指 標
分 析 結 果

認知症の早期発見・早期対応のために、身近な地域包括支援センターでの相談は重要な役割
を果たしている。また、学校や企業等で認知症サポーターが増えることで、地域の見守りも
期待できる。脳の健康チェック後の医療機関受診は必要性を感じない人も多く、予防活動と
併せて実施することが重要となる。

相談会開催回数 回 111

認知症サポーター養成
講座受講者数

人 2,0612,8522,684

認知症早期発見チェッ
ク受診者数

人 1,2961,014848

活 動 指 標
分 析 結 果

高齢者人口の増加に伴い、認知症の人が増加している。市民の認
知症への関心も高まり、認知症サポーター養成講座や脳の健康
チェックを受ける人が増えてきた。

相談件数

目 標 値

2,500

目標年度

令和2年
度

3,8064,0213,235

認知症サポーター数
（累計）

30,000令和2年
度

28,56026,49923,647

認知症チェック後医療
機関受診者数

50令和2年
度

38179

令和元年度平成30年度平成29年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 訪問理美容利用助成事業
部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０４高齢者の福祉を充実する

事 業 実 施 期 間 平成15年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 03 

項 02 

目 01 

細  目 040  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市訪問理美容サービス事業実施要綱

現 状 と 課 題

介護保険制度による施設サービスや通所サービスは充実されているが、個々の
事情により在宅を継続しているねたきり高齢者も多く、在宅のねたきり高齢者
への支援は引き続き必要である。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内に住所を有する在宅でねたきり状態または寝たきり状態に準ずる状態にあ
る高齢者及び障がい者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

兵庫県理容生活衛生同業組合加古川支部及び兵庫県美容業生活衛生同業組合加
古川支部に委託して、理美容師の居宅訪問による理美容サービスの提供を受け
る場合に、訪問するのに必要な費用（１回２，５００円の利用券を年間最大４
枚まで）を助成する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

外出して散髪などのサービスを受けられない対象者の保健福祉の向上を図る。

193260225

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 193

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

一般の理美容サービスを利用することが困難な在宅のねたきり高齢者等にとっ
て、本事業は重要な役割を担っており、今後も継続して事業を実施していく。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 193

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和元年度（決算見込）

平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算見込）

一般会計

民生費

老人福祉費

老人福祉総務費

在宅福祉事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 訪問理美容利用助成事業
部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

人

件

対 象 指 標 名

寝たきり高齢者 136151141

成 果 指 標
分 析 結 果

申請者数は平成１８年度をピークに、利用件数は平成１７年度をピークに、以降減少傾向に
あったが、ケアマネジャー研修会等でＰＲした結果、平成２３年度から申請者数・利用件数
ともに増加してきている。その後、ほぼ横ばい状態であったが平成２７年度は減少傾向に転
じたため、有効な制度利用のＰＲを進めていく必要がある。

訪問理美容サービス助
成金額

千円 165228190

活 動 指 標
分 析 結 果

助成金額は、平成２３年度から増加傾向に転じ、その後、ほぼ横
ばい状態であったが平成２７年度から申請件数は減少した。制度
利用のＰＲを進めていく必要がある。

訪問理美容サービス申
請者数

目 標 値

80

目標年度

令和2年
度

374634

訪問理美容サービス利
用件数

150令和2年
度

669176

令和元年度平成30年度平成29年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 住宅改造助成事業
部 局 名 福祉部

課（室）名 介護保険課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０４高齢者の福祉を充実する

事 業 実 施 期 間 平成12年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 03 

項 02 

目 01 

細  目 015  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
人生いきいき住宅助成事業実施要綱（兵庫県）、加古川市住宅改造費助成事業
実施要綱

現 状 と 課 題

高齢化の進行に伴い、自宅のバリアフリー化にかかる必要性は高まっている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

要介護認定又は要支援認定を受けている人、身体障害者手帳等の交付を受けて
いる人及び６５歳以上の人

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

対象者から申請があったものについて書類審査及び現地確認のうえ、対象経費
に応じた定額助成（一般型）や、対象経費に世帯の課税状況に応じた助成率を
かけた助成（特別型）を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

高齢者等が住み慣れた住宅で安心して自立した生活を送ることができる。

34,83430,85633,334

国 庫 支 出 金 2,093

県 支 出 金 17,389

地 方 債

一 般 財 源 15,352

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

バリアフリー住宅は増加傾向にあり、当事業はこれに寄与するものである。今
後迎える超高齢社会において、高齢者・障がい者が住み慣れた住宅で安心して
自立した生活を送るために住宅のバリアフリー化は必要不可欠で、引き続き実
施する必要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 34,834

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和元年度（決算見込）

平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算見込）

一般会計

民生費

老人福祉費

老人福祉総務費

住宅改造助成事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 住宅改造助成事業
部 局 名 福祉部

課（室）名 介護保険課

％

対 象 指 標 名

要介護認定者数 13,49313,09112,480

成 果 指 標
分 析 結 果

５年ごとに総務省が実施している住宅・土地統計調査において、本市の一定のバリアフリー
化率は、平成２０年が３７．７％、平成２５年が４４．２％、平成３０年が４３．３％であ
り、当該助成制度を実施することで市内住宅の一定のバリアフリー化に寄与している。

助成件数（特別型） 人 117122116

助成件数（一般型） 人 483751

活 動 指 標
分 析 結 果

高齢化の進行に伴い、毎年多くの住宅の改造に対して助成してい
る。

一定のバリアフリー化
率（住宅・土地統計調
査）

目 標 値

65

目標年度

令和2年
度

043.30

令和元年度平成30年度平成29年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 介護人材育成支援助成事業
部 局 名 福祉部

課（室）名 介護保険課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０４高齢者の福祉を充実する

事 業 実 施 期 間 平成28年度

事 業 区 分 ⑥市施策事業（臨時）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 03 

項 02 

目 01 

細  目 085  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市介護人材育成支援事業補助金交付要綱

現 状 と 課 題

地域密着型サービスの基盤整備が進む中、介護人材不足が慢性的に続いてお
り、介護人材の量と質の問題が課題となってきている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内の地域密着型サービス事業所を運営する法人

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

県の補助金を活用し、介護福祉士試験受験のために実務者研修を受講した従業
者の研修費用の一部（３／４以上）を負担した法人に対して補助金を支給す
る。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

介護職の中核的な役割を担う「介護福祉士」を積極的に育成し、地域密着型
サービス事業所のサービス提供体制強化加算の取得事業所数を増加させる。

246416588

国 庫 支 出 金

県 支 出 金 184

地 方 債

一 般 財 源 62

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

要介護認定者等が増加するとともに、地域密着型サービスの基盤整備が進む
中、介護人材の量と質の確保・育成を行う必要性が今後益々高まってくる。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 246

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和元年度（決算見込）

平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算見込）

一般会計

民生費

老人福祉費

老人福祉総務費

介護人材育成支援事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 介護人材育成支援助成事業
部 局 名 福祉部

課（室）名 介護保険課

事業所

対 象 指 標 名

市内の地域密着型サー
ビス・地域密着型介護
予防サービス事業所数

939494

成 果 指 標
分 析 結 果

介護福祉士割合が最も高いサービス提供体制強化加算を取得する事業所数が10事業所であ
り、介護人材の質を向上させる余地はあると考えられる。

補助金交付法人数 法人 445

対象従業者が勤務する
事業所数

事業所 449

法人補助により実務者
研修を受講者した人数

人 4710

活 動 指 標
分 析 結 果

一部の法人が、複数の従業者に対し実務者研修の研修費用の一部
補助を実施したことがわかる。

介護福祉士割合が最も
高いサービス提供体制
強化加算を取得する事
業所数

目 標 値

14

目標年度

令和2年
度

1086

令和元年度平成30年度平成29年度

【対象】

事業所

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 地域介護人材創出事業
部 局 名 福祉部

課（室）名 介護保険課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０４高齢者の福祉を充実する

事 業 実 施 期 間 平成28年度

事 業 区 分 ⑥市施策事業（臨時）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 03 

項 02 

目 01 

細  目 085  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

地域密着型サービスの基盤整備が進む中、介護人材不足が慢性的に続いてい
る。また、介護人材の量と質の問題が課題となってきている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内に在住・在勤している人

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

兵庫大学及び市が、受講者に対して介護に関する講習・研修（実技・座学）を
実施する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

家庭（自宅）における身体介護についての技術等を修得する。

5141141

国 庫 支 出 金

県 支 出 金 31

地 方 債

一 般 財 源 9

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

高齢者の増加により、地域住民等の介護力の向上を図る必要性が今後益々高
まってくる。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 51

そ の 他 特 財 11

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和元年度（決算見込）

平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算見込）

一般会計

民生費

老人福祉費

老人福祉総務費

介護人材育成支援事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 地域介護人材創出事業
部 局 名 福祉部

課（室）名 介護保険課

人

対 象 指 標 名

受講者の人数 21923

成 果 指 標
分 析 結 果

受講者に対して講習・研修（実技・座学）を受講した累計人数は７６人（Ｈ２８：２３人、
Ｈ２９：２３人、Ｈ３０：９人、Ｈ３１：２１人）となっている。

講習・研修（実技・座
学）実施回数

回 112

活 動 指 標
分 析 結 果

兵庫大学及び市が、受講者に対して講習・研修（実技・座学）を
実施した回数は年１回（全２日間）となっている。

受講者の累計人数

目 標 値

95

目標年度

令和2年
度

765546

令和元年度平成30年度平成29年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 介護予防事業
部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０４高齢者の福祉を充実する

事 業 実 施 期 間 平成18年度

事 業 区 分 ④義務的施策事業

地  区  別 市内全域

会  計 05 

款 09 

項 01 

目 01 

細  目 005  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
介護保険法

現 状 と 課 題

高齢化が急速に進展しており、要支援・要介護認定者数も年々増加傾向にあ
る。中でも、要支援認定者の占める割合が大きい。健康寿命の延伸を目指し、
地域の身近な場所において住民自らが介護予防に取り組めるよう支援していく
必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

介護保険第１号被保険者（６５歳以上の市民）及びその支援のための活動に関
わる者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

１）地域包括支援センターとの連携を深め、閉じこもり等何らかの支援を要す
る人を把握する。２）地域で住民が主体となって継続的に介護予防に取り組ん
でいけるよう支援するとともに、サポーターを養成する。３）６５歳以上の者
を対象に、地域の高齢者サロン等において介護予防に関する健康教育、健康相
談を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

高齢者を年齢や心身の状況等によって分け隔てることなく、住民主体の通いの
場を充実させ、人と人とのつながりを通じて、参加者や通いの場が継続的に拡
大していくような地域づくりを推進する。また、地域においてリハビリテー
ションに関する専門的知見を有する者を活かした介護予防を推進する。

22,74615,21712,149

国 庫 支 出 金 5,230

県 支 出 金 2,843

地 方 債

一 般 財 源 5,688

財
　
源
　
内
　
訳

■拡充

介護保険法第１１５条の４４に基づく義務的事業であり、６５歳以上の高齢者
に対し介護予防事業を実施する必要がある。地域包括支援センターと連携を深
め、何らかの支援を必要とする人を把握するとともに、地域で住民が主体と
なって継続的に介護予防に取り組める団体を増やしていく。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 22,746

そ の 他 特 財 8,985

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和元年度（決算見込）

平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算見込）

介護保険事業特別会計

地域支援事業費

一般介護予防事業費

一般介護予防事業費

介護予防事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 介護予防事業
部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

団体
（会
場）

人

対 象 指 標 名

６５歳以上の市民
（１０／１付住民基本
台帳人口）

72,39871,39870,115

成 果 指 標
分 析 結 果

介護予防に資する住民主体の通いの場への参加は高齢者人口の概ね１割、週１回以上の開催
を基本とした開催箇所数は人口１万人に概ね１０箇所を目標とすべきである。通いの場は毎
年増加し、令和元年度は８，０４８人２４６会場であり目標に近づいている。その内、いき
いき百歳体操では１６４団体４，３８５人の参加があり、年々増加している。

介護予防事業リーダー
養成講座修了者数

人 869486

介護予防事業体験版実
施回数

回 314440

介護予防事業活動支援
回数

回 381323318

活 動 指 標
分 析 結 果

平成２７年度の介護保険法改正に対応し、住民主体の通いの場づ
くりとして「いきいき百歳体操」を推奨しており、リーダー養成
講座は延べ４６５人が修了している。また、毎年、体操が新規に
立ち上がるため、立上げ支援・継続支援回数が増加する。

住民主体で介護予防事
業に取組む団体数（会
場数）

目 標 値

260

目標年度

令和2年
度

15412388

住民主体で取組む介護
予防の参加者数

7,100令和2年
度

4,3853,5192,492

令和元年度平成30年度平成29年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 敬老祝品・表敬訪問事業
部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０４高齢者の福祉を充実する

事 業 実 施 期 間 平成21年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 03 

項 02 

目 01 

細  目 035  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市敬老記念品贈呈要綱

現 状 と 課 題

対象の人からお礼の電話や手紙をいただくことが多く、品物についても喜んで
いただいている。また、高齢者を敬愛し、長寿を祝うことは大切なことであ
る。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内在住で、年度内に９０歳・１００歳になる人

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

敬老記念品を贈呈する。また、男女最高齢２名及び１００歳になる高齢者には
自宅等に表敬訪問し、表敬状も贈呈する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

長年にわたり社会に貢献してきた高齢者を敬愛し、長寿を祝う。

10,68310,2509,051

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 10,683

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

長年にわたり社会に貢献してきた高齢者を敬愛し、長寿を祝うことは、高齢者
の生きがいづくりにとって大切なことであり、今後も継続して事業を実施する
が、今後、対象者の大幅な増加が見込まれる。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 10,683

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和元年度（決算見込）

平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算見込）

一般会計

民生費

老人福祉費

老人福祉総務費

生きがい対策事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 敬老祝品・表敬訪問事業
部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

人

対 象 指 標 名

９０歳・１００歳にな
る人

862872754

成 果 指 標
分 析 結 果

高齢者人口の増加に伴い、対象者数は増加している。また、対象者全員に贈呈できている。

敬老祝品購入額 千円 10,40910,0268,841

活 動 指 標
分 析 結 果

対象人数は増加している。毎年入札による減額幅が大きいため、
年度末に減額補正している。

敬老祝品を贈呈した人

目 標 値

770

目標年度

令和2年
度

862872754

令和元年度平成30年度平成29年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 地域敬老事業
部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０４高齢者の福祉を充実する

事 業 実 施 期 間 平成21年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 03 

項 02 

目 01 

細  目 035  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市補助金等交付規則、加古川市地域敬老事業補助金交付要綱

現 状 と 課 題

記念品の配布のみの町内会が約半数を占めているが、地域での高齢者の見守り
活動として意義があると考えている。他にも多種多様な敬老会が開催され、地
域の絆づくりに貢献している。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

敬老事業を実施する市内の町内会・自治会

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

当該年度の９月１日から１月３１日までの間に町内会等が開催する敬老事業に
対して、補助事業に要する経費に相当する額以内かつ団体内の７０歳以上人口
に応じた金額を限度として、補助金を交付する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

地域において多年にわたり社会につくしてきた高齢者を敬愛し長寿を祝うとと
もに、高齢者の福祉の増進や地域住民の敬老意識の高揚を図る。

22,02521,32320,389

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 22,025

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

身近な地域で長寿を祝うことや世代間交流、高齢者の外出機会として地区で工
夫して行われており、高齢者福祉の増進に寄与している。ただし、手続きの煩
雑さ等の課題もあり、他の補助金との統合を検討する必要がある。

□維持 □縮小 □改善 ■統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 22,025

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和元年度（決算見込）

平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算見込）

一般会計

民生費

老人福祉費

老人福祉総務費

生きがい対策事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 地域敬老事業
部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

件

人

対 象 指 標 名

町内会数 321321321

７０歳以上の市民
（１０／１付住民基本
台帳人口）

人 54,06851,35648,981

成 果 指 標
分 析 結 果

高齢者の増加に伴い、参加者数も年々増加している。全町内会に占める敬老事業実施町内会
は８割を超え、７０歳以上の全高齢者にしめる参加者数の割合は、９割超であり、多くの高
齢者に参加していただいている。

地域敬老事業補助金額 千円 22,02521,32320,274

活 動 指 標
分 析 結 果

高齢者の増加により、補助金額は年々増加傾向である。補助基準
額について、高齢者の人口を基に算定しているため、一定期間ご
とに見直しをしなければ増加の一途を辿ってしまう。

実施町内会数

目 標 値

300

目標年度

令和2年
度

271267266

敬老事業参加者数 48,000令和2年
度

52,63848,38947,659

令和元年度平成30年度平成29年度

【対象】

件

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 福祉バス運行事業
部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０４高齢者の福祉を充実する

事 業 実 施 期 間 平成3年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 03 

項 02 

目 01 

細  目 035  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市福祉バス事業実施要綱

現 状 と 課 題

高齢者団体や障がい者団体等が外出する手段として定着しており、多くの団体
に利用されている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

高齢者団体、障がい者団体等

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

高齢者団体や障がい者団体等が外出する際に福祉バスを無償で運行している。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

高齢者団体や障がい者団体等の生きがい推進及び健全な育成発展を図るととも
に、高齢者の外出機会の増加を図る。

6,8006,6766,791

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 6,800

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

事業創設時と比較し、元気な高齢者の生きがい推進目的の利用が大半となり、
健康増進のための外出支援や引きこもりがちな高齢者の外出機会の創出を目的
とする利用割合が低くなっている。老朽化による車両の更新時期も近づいてお
り、福祉バスについて、事業のあり方も含めた見直しを行う。

□維持 □縮小 ■改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 6,800

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和元年度（決算見込）

平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算見込）

一般会計

民生費

老人福祉費

老人福祉総務費

生きがい対策事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 福祉バス運行事業
部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

人

人

対 象 指 標 名

高齢者人口 72,39871,39870,115

障がい者手帳所持者数 人 13,61313,26712,950

成 果 指 標
分 析 結 果

１回あたり平均２０人以上が参加しており、多くの人の外出支援となっている。

福祉バス運行回数（高
齢者団体）

回 212232253

福祉バス運行回数（障
がい者団体）

回 323628

福祉バス運行回数（そ
の他団体）

回 111333

活 動 指 標
分 析 結 果

年間の運行回数は平成２７年度以降大幅に増加し、３００回を超
えている。平成３０年度は天候にも左右されキャンセルが多く少
し減少した。平成３１年度は新型コロナウイルスの影響で３月は
運休となり減少したが、対象団体に十分活用されている。

福祉バス高齢者参加者
数

目 標 値

5,200

目標年度

令和2年
度

4,4784,3265,492

福祉バス障がい者参加
者数

700令和2年
度

560640543

令和元年度平成30年度平成29年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 老人クラブ補助事業
部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０４高齢者の福祉を充実する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 01 

款 03 

項 02 

目 01 

細  目 035  

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
加古川市補助金等交付規則、加古川市老人クラブ等運営費補助金交付要綱他

現 状 と 課 題

高齢者人口は増加しているものの、老人クラブ数は減少している。ただし、市
老人クラブ連合会から脱退はしたが、継続して活動をしている団体もある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内各地域の単位老人クラブ及び加古川市老人クラブ連合会

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

老人クラブ等が行う要綱に定める補助事業に要する経費に対して、補助基本額
と対象経費の実支出額とを比較して少ない方の額を補助する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

高齢者の知識及び経験を生かし、生きがいと健康づくりのための多様な社会活
動が行われ、老後の生活を豊かなものにする。

12,89013,71114,157

国 庫 支 出 金

県 支 出 金 6,834

地 方 債

一 般 財 源 6,056

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

高齢者人口の増加に対し、クラブ数・会員数が減少しているものの、地域にお
ける高齢者の生きがい活動の基盤として、老人クラブ活動を支援することは重
要であり、今後も継続して事業を実施していく。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 12,890

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

令和元年度（決算見込）

平成29年度（決算） 平成30年度（決算） 令和元年度（決算見込）

一般会計

民生費

老人福祉費

老人福祉総務費

生きがい対策事業
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加古川市事務事業評価シート〈令和元年度実施事業〉

事 務 事 業 名 老人クラブ補助事業
部 局 名 福祉部

課（室）名 高齢者・地域福祉課

件

人

対 象 指 標 名

６５歳以上の市民
（１０／１付住民基本
台帳人口）

72,39871,39870,115

成 果 指 標
分 析 結 果

近年、高齢者人口は増加しているものの、単位老人クラブ数は減少傾向にあり、それに伴い
老人クラブ会員数も減少傾向にある。

老人クラブ等運営費補
助金額

千円 12,87213,68814,157

活 動 指 標
分 析 結 果

近年、単位老人クラブ数の減少により、補助金額は減少傾向にあ
る。

老人クラブ数

目 標 値

142

目標年度

令和2年
度

121130135

老人クラブ会員数 7,500令和2年
度

6,1436,6156,913

令和元年度平成30年度平成29年度

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 令和元年度平成30年度平成29年度単 位
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